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まずᢏ術㡿ᇦูの出㢪数について全య平均とのẚ率を表 7に示す。大学関連特チ全యで見ると、ࢡࢭ

ンࣙࢩ A（生活必㟂ရ）、B（ฎ理᧯స、㐠㍺）、D（⧄⥔、⣬）が全య平均にẚべて高く、ࣙࢩࢡࢭン C

（学、෬金）、F（ᶵᲔᕤ学、照明、加⇕、Ṋჾ、⇿◚）のẚ率が低い。大学出㢪、産学出㢪、産学連

携（㠀බᘧ）出㢪の間に大きな違いは見られない。 

大学関連特チの質に関しては、ᢏ術㡿ᇦูに見ても、全యでの傾向とあまりኚわりはない。産学連携

（㠀බᘧ）特チの被引用数は、ほとࢇどのᢏ術㡿ᇦで全య平均を上ᅇっているのに対して、産学出㢪特

チはすべてのᢏ術㡿ᇦで全య平均を下ᅇり、大学出㢪特チについては 1999 年以前は相対的に被引用数

が高かったが、2000年以㝆低下している。 

 

表㸶㸬ᢏ術㡿ᇦูの大学関連特チ一件当たり被引用数の全య平均に対するẚ率 
大学出願 A B C D E F G H
1986-2005 0.37 0.49 0.38 0.70 0.64 0.49 0.52 0.66
1986-1999 0.88 1.11 0.98 1.35 1.11 0.83 1.26 1.22
2000-2005 0.51 0.63 0.47 0.94 0.85 0.66 0.60 0.74

産学出願 A B C D E F G H
1986-2005 0.44 0.61 0.47 0.37 0.75 0.47 0.57 0.57
1986-1999 0.14 0.13 0.13 0.21 0.24 0.19 0.17 0.19
2000-2005 0.53 0.99 0.73 0.83 0.78 0.74 0.64 0.67

産学連携（非公式）A B C D E F G H
1986-2005 0.87 1.23 0.87 1.36 1.31 1.15 1.01 1.25
1986-1999 0.88 1.25 0.87 1.30 1.35 1.21 1.09 1.36
2000-2005 0.90 1.40 1.02 1.97 1.33 1.19 1.01 1.32  

 

㸲㸬考察 

以上の分析から、産学連携に関して「ಶே的連携から⤌⧊的連携へ」というイࣀベーࣙࢩンࢩステ࣒

のኚ᭦が 2000 年以㝆、ᛴ㏿に進行していることが明らかとなった。一方で、特チの質の面から見ると

ಶே的連携にᇶ࡙く産学連携の質は相対的に高く、⤌⧊的連携にᇶ࡙く産学連携の質は低かったことが

明らかとなった。また大学༢⊂で出㢪した特チについては、その数がᛴ増するにつれて質がᛴ㏿に低下

したことが明らかとなった。このことは、大学等のಖ有特チの利用率は全特チのほ༙ࡰ分程度にとどま

り、その向上がㄢ㢟となっているが、特チの所有ᶒのྲྀりᢅい等の制度上のᨵၿではなく、ᢏ術的な質

の向上を図ることが第一に必要であることを示唆している。 

これらの結果を見ると、⌧時点において、「ಶே的連携から⤌⧊的連携へ」というᨻ策的なイࣀベー

ンへの㈉⊩という意では、効果的な「ಶே的連携」ࣙࢩベーࣀのኚ᭦は、少なくともイ࣒ステࢩンࣙࢩ

を効果が相対的に低い「⤌⧊的連携」にࢩフトさせた結果に⤊わっているとゝえる。 

今後は「ಶே的連携」と「⤌⧊的連携」との間に、研究の⏬࣭㐙行上どのような差違があり、それ

がこの特チの質の差につながっているのかを明らかにすることが求められる。 

 

ㅰ㎡ 

特チデータベースの利用をᢎㅙいただいたᅜ❧⎔ቃ研究所にㅰ意を表します。 

なお、本研究は JSPS⛉研㈝ 23530468の助成によるものです。 
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㸰㹆㸯㸲 

産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響 
～連携における経験蓄積の視点～ 

 
 ⡿ᒣⱱ⨾（Ṋ蔵大学、⛉学ᢏ術ᨻ策研究所ᐈဨ研究ᐁ） ۑ

Ώ㒊ಇஓ（ᮾி大学、⛉学ᢏ術ᨻ策研究所ᐈဨ研究ᐁ）、㛗㇂ᕝග一（ᕞ大学） 

 
 ࡵࡌࡣ .1

産学連携は、2011年8᭶に㛶㆟Ỵ定された第4期⛉学ᢏ術ᇶ本ィ⏬の୰で、⛉学ᢏ術イࣀベーࣙࢩンのᡓ␎

的な᥎進ᙉに向けた重要施策の一つとして⨨࡙けられている。そこでは、2011年度から2016年度までの

第4期ィ⏬期間において、ᅜはᇶ♏から応用、開発のẁ㝵に⮳るまで産学のከ様な知を結㞟して研究開発を᥎

進する࢜ープン࣭イࣀベーࣙࢩンᣐ点のᙧ成を図ることがㅻわれている。また、ᮾ᪥本大㟈⅏をཷけてస成

された㺀᪥本生ᡓ␎㺁（2012年7᭶31᪥㛶㆟Ỵ定）においても、㟈⅏⯆のための施策の一つとして、産学

ᐁ連携による⛉学ᢏ術イࣀベーࣙࢩンの展開やそのための研究開発支援の重要性がᣦされている。 
本稿では、このように⛉学ᢏ術イࣀベーࣙࢩン関連施策において重要な⨨࡙けを持つ産学連携について、

それが⛉学ᢏ術イࣀベーࣙࢩンの⯆に果たすᙺを、特に大学研究者の研究成果に与える影響という観点

から考察する。 
 
2. ᪤Ꮡ◊✲ࣗࣅࣞࡢーとศᯒどⅬ 
産学連携については、これまで以下のように様ࠎな観点からከくの研究成果が蓄積されている。 

(1) 産学連携の理論的ᇶ♏となる⛉学とᢏ術との相స用に関する研究（e.g. Rosenberg, 1976: 1982: 1994; 
Mowery, 1981; Kodama, 1991; Florida, 1999 等） 

(2) 産学連携の数࣭ែ様の⌧≧やኚ（ᅜ際ẚ㍑を含む）に関する研究（e.g. 㤿場他, 2007; NISTEP 調ᰝ㈨

ᩱ 136, 2007 等） 
(3) 産学連携のᙧ成の規定要ᅉ（いかなる特性や成果を持つ大学࣭ 大学研究者が産学連携の実⦼が高いか等）

に関する研究（e.g. NISTEP 調ᰝ㈨ᩱ 183, 2010） 
(4) 産学連携が大学やᴗの研究成果に与える影響に関する研究（e.g. Nelson, 1995; Powell, et al., 1996; 

Sheldon,2003; ཎᒣ, 2003; Breschi, et al., 2005; ⃝他, 2005; Meyer, 2006; ࣭㤿場, 2007） 
(5) 大学からのᢏ術的知㆑の⛣㌿やライࢭンࢩンࢢの規定要ᅉに関する研究（e.g. Thursby and Thursby, 

2000, Yoneyama et al, 2006; 2010） 
(6) 産学連携とᆅᇦイࣀベーࣙࢩンの関係に関する研究（e.g. NISTEP-DP52, 2009; NISTEP-DP74, 2011） 
(7) 大学等発ベンࣕࢳーに関する研究（e.g. NISTEP 調ᰝ㈨ᩱ, 189, 2010; NISTEP 調ᰝ㈨ᩱ 197, 2011） 

これらのうち、本稿では(4)に↔点をあて、特に産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響について分

析する。 
産学連携が大学での研究活動に与える影響について、᪤Ꮡ研究では産学連携が大学の研究規模のᣑ大やᇶ

♏研究の活性、研究ேᮦの⫱成にᐤ与することで、大学の⛉学的研究の水準を向上させることがᣦされ

ている（Brumenthal, et al., 1986 ཎᒣ, 2003; Breschi, 2005; ⃝他, 2005）。しかし、その一方で、産学連携

はከ大な調整の時間をᙉいることで大学の研究とᩍ⫱にᝏ影響を及ࡰす༴㝤性もᣦされており（Sheldon, 
2003; Bok, 2003, Meyer, 2006）、大学研究者の研究活動にとって果たして産学連携が有用なのか、またどの

程度の連携への関わりが研究成果を高める（低める）のかについては意見が分かれている。この点について、

࣭㤿場（2007）は、産学連携には様ࠎなᙧែがあり、そのᙧែに応じて連携が大学研究者に与える影響

は異なることを示している。このように産学連携のᙧែに╔┠することは、産学連携と大学研究者の研究成

果との関係をより的確にᢕᥱするうえで重要な前進になると考えられる。 
しかしながら、産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響は、こうした産学連携のᙧែとはูに、過

去に産学連携に参加したことがあるかどうかという経験蓄積によってもᕥྑされると考えられる。過去に༑

分な経験がない場合には連携への参加がもたらす調整ࢥストのၥ㢟がより㢧ⴭに表れるのに対して、過去に

経験を持つ場合にはその経験を生かして、産学連携を有効に研究に結びつけることが可能になるだろう。こ

れまで、こうした産学連携の経験蓄積が与える影響を考慮した研究はᏑᅾせず、この点を㋃まえた分析は産

学連携の有効性に関する理解を῝めることにつながると期ᚅできる。 
ここでは、産学連携のከ様なᙧែのなかでも要な活動の一つであるඹ同研究に↔点を当て、産学連携に

おける経験蓄積という視点から、産学間のඹ同研究への参加の有↓や参加の程度（一定期間に参加したඹ同

研究の件数）がその後の大学研究者の研究成果に及ࡰす影響を明らかにする。また、大学研究者の研究成果
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に与える影響の分析に際して、論文発表件数という量的な側面への影響と同時に、論文被引用件数という質

的な側面への影響をేせて検討する。この点にも本稿の⊂自性がある。 
 

 とศᯒෆᐜ࣭᪉ἲࢱーࢹ .3
ここでの分析に用いるデータは、文㒊⛉学┬࣭⛉学ᢏ術ᨻ策研究所が 2006 年度及び 2011 年度にᵓ⠏࣭ᣑ

ᙇした㺀ඹ同研究データベース㺁にᇶ࡙いている。 
⛉学ᢏ術ᨻ策研究所では、2006 年度、大学研究者によるᴗとのඹ同研究の実施≧ἣを整理した㺀ඹ同研

究データベース㺁をᵓ⠏した。そこに㘓された研究者数は、1983 年～2002 年に合ィ 1 件以上のඹ同研究を

実施した 5,594 ேであった。 
2011 年度、本データベース㘓の大学研究者から 3,000 名をラン࣭࣒ࢲサンプࣜンࢢし、それࡒれの研究

者ごとに、Elsevier ♫による Scopus データベースより論文発表件数及び論文被引用件数（自引用を含む件

数及び含まない件数）のデータを᥋合した。ただし、3,000 名のうち 152 名はこれら論文データがᤕᤊでき

なかったため๐除し、᭱⤊的に 2,848 名からなるデータベースを成させた。 
このᣑᙇ∧データベースには、大学研究者のẶ名࣭所ᒓ࣭研究分野に関する情報の他、1983 年～2002 年

までのྛ年におけるඹ同研究実施件数とその相手ඛᴗ等の情報、及び 1995 年～2011 年までのྛ年におけ

る論文発表件数と論文被引用件数等が整理されている。 
このデータベースにᇶ࡙いて、以下の分析を行った。 

分析 1㸸過去にᴗとのඹ同研究を実施した経験のない研究者を対象にして、ある特定期間でのඹ同研究へ

の参加がその後の研究者の研究成果に与える影響の分析 
分析 2㸸過去にᴗとのඹ同研究を実施した経験のある研究者を対象にして、ある特定期間でのඹ同研究へ

の参加がその後の研究者の研究成果に与える影響の分析 
ලయ的には、それࡒれの分析において、産学間連携の対象期間を 1998 年～2000 年の 3 年間に設定し、そ

の前後（すなわち、1995 年～1997 年と 2001 年～2003 年のྛ 3 年間）で、どれくらい論文発表件数及び論

文被引用件数が増ῶしたのを確認した。分析 1 は、産学連携の対象期間の前 5 年間（すなわち、1993 年から

1997 年）においてまったく連携を行ってこなかった研究者をᢳ出した（N=2,152）。また分析 2 では、産学

連携の対象期間の前 5 年間において 1 件以上の連携を行っていた研究者をᢳ出した（N=696）。なお、ここ

で産学連携の対象期間を 1998 年～2000 年としたのは、論文発表件数及び論文被引用件数のデータが 1995
年からであるというデータベース上の制⣙のほか、᪥本において産学連携の᥎進に係る重要な法ᚊである「大

学等におけるᢏ術に関する研究成果のẸ間事ᴗ者への⛣㌿のಁ進に関する法ᚊ」（いわࡺる TLO 法）が 1998
年に成❧し、それ以㝆産学連携が活発に展開されጞめたという経⦋による。 
 分析 1 及び分析 2 の両者において、ㄝ明ኚ数は 1998 年～2000 年の 3 年間におけるᴗとのඹ同研究件数

である。ただし、ᴗとのඹ同研究の件数は、研究者が所ᒓする研究室の規模によって大きくᕥྑされる可

能性があり、その影響をࢥントࣟーࣝする必要がある。そこで、対象期間である 1998 年～2000 年における

産学連携件数を、研究規模を௦理すると考えられる同期間の論文発表件数で除した値を用いた。これにより、

研究規模にẚしてどの程度積ᴟ的に連携に関わっているのかをᤊえることができる（この値は、学術活動と

産学連携活動とのエフォートẚ率を示す値と解㔘することもできる）。なお、その際に、論文発表件数 0 件

の研究者も研究規模がᑠさいࢣースと解㔘できること、また分析にあたってサンプࣝ数を確ಖすることを考

慮して、論文発表件数に 1 を加えた値を用いた。 
また、被ㄝ明ኚ数は、産学間連携の対象期間の前後における「発表論文数(A)」の増加率（A-increase）、

「自引用を含む被引用件数(B)」の増加率（B-increase）、「自引用を除く被引用件数(C)」の増加率（C-increase）
であり、えば発表論文数の増加率は以下のᙧで⟬出した（B-increase、C-increase についても同様）。 

A-increase 㸻（2001～03 の発表論文数㸫1995～97 の発表論文数）㸭（1995～97 の発表論文数+1） 
 なお、それࡒれの増加率の⟬出に当たっては、1995 年～1997 年から 2001 年～2003 年にかけて、えば

0 件から 5 件への増加のࢣースや 5 件から 0 件へのῶ少のࢣース等もサンプࣝに含めることが適ษであると

いう観点から、両期間における値に 1 を加えた。 
 
4. ศᯒ⤖ᯝ 
 上記の方法による分析1及び分析2の結果は、それࡒれ図表1及び図表2の通りである。ここでは、産学連携

の対象期間である1998年～2000年の3年間における産学連携への参加の程度を࢝テࣜࢦーに分け、それࡒれ

の࢝テࣜࢦーごとに、産学連携の前後での論文発表件数及び論文被引用件数（自引用を含む件数及び含まな

い件数）の増加率の平均値を整理している。また、図表3及び図表4は、産学連携を全く行っていなかった研

究者（つまり産学連携件数0件）と1件以上行った研究者の二つのࣝࢢープに分けて平均値の差をẚ㍑したも

のである。 
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る論文発表件数と論文被引用件数等が整理されている。 
このデータベースにᇶ࡙いて、以下の分析を行った。 

分析 1㸸過去にᴗとのඹ同研究を実施した経験のない研究者を対象にして、ある特定期間でのඹ同研究へ

の参加がその後の研究者の研究成果に与える影響の分析 
分析 2㸸過去にᴗとのඹ同研究を実施した経験のある研究者を対象にして、ある特定期間でのඹ同研究へ

の参加がその後の研究者の研究成果に与える影響の分析 
ලయ的には、それࡒれの分析において、産学間連携の対象期間を 1998 年～2000 年の 3 年間に設定し、そ

の前後（すなわち、1995 年～1997 年と 2001 年～2003 年のྛ 3 年間）で、どれくらい論文発表件数及び論

文被引用件数が増ῶしたのを確認した。分析 1 は、産学連携の対象期間の前 5 年間（すなわち、1993 年から

1997 年）においてまったく連携を行ってこなかった研究者をᢳ出した（N=2,152）。また分析 2 では、産学

連携の対象期間の前 5 年間において 1 件以上の連携を行っていた研究者をᢳ出した（N=696）。なお、ここ

で産学連携の対象期間を 1998 年～2000 年としたのは、論文発表件数及び論文被引用件数のデータが 1995
年からであるというデータベース上の制⣙のほか、᪥本において産学連携の᥎進に係る重要な法ᚊである「大

学等におけるᢏ術に関する研究成果のẸ間事ᴗ者への⛣㌿のಁ進に関する法ᚊ」（いわࡺる TLO 法）が 1998
年に成❧し、それ以㝆産学連携が活発に展開されጞめたという経⦋による。 
 分析 1 及び分析 2 の両者において、ㄝ明ኚ数は 1998 年～2000 年の 3 年間におけるᴗとのඹ同研究件数

である。ただし、ᴗとのඹ同研究の件数は、研究者が所ᒓする研究室の規模によって大きくᕥྑされる可

能性があり、その影響をࢥントࣟーࣝする必要がある。そこで、対象期間である 1998 年～2000 年における

産学連携件数を、研究規模を௦理すると考えられる同期間の論文発表件数で除した値を用いた。これにより、

研究規模にẚしてどの程度積ᴟ的に連携に関わっているのかをᤊえることができる（この値は、学術活動と

産学連携活動とのエフォートẚ率を示す値と解㔘することもできる）。なお、その際に、論文発表件数 0 件

の研究者も研究規模がᑠさいࢣースと解㔘できること、また分析にあたってサンプࣝ数を確ಖすることを考

慮して、論文発表件数に 1 を加えた値を用いた。 
また、被ㄝ明ኚ数は、産学間連携の対象期間の前後における「発表論文数(A)」の増加率（A-increase）、

「自引用を含む被引用件数(B)」の増加率（B-increase）、「自引用を除く被引用件数(C)」の増加率（C-increase）
であり、えば発表論文数の増加率は以下のᙧで⟬出した（B-increase、C-increase についても同様）。 

A-increase 㸻（2001～03 の発表論文数㸫1995～97 の発表論文数）㸭（1995～97 の発表論文数+1） 
 なお、それࡒれの増加率の⟬出に当たっては、1995 年～1997 年から 2001 年～2003 年にかけて、えば

0 件から 5 件への増加のࢣースや 5 件から 0 件へのῶ少のࢣース等もサンプࣝに含めることが適ษであると

いう観点から、両期間における値に 1 を加えた。 
 
4. ศᯒ⤖ᯝ 
 上記の方法による分析1及び分析2の結果は、それࡒれ図表1及び図表2の通りである。ここでは、産学連携

の対象期間である1998年～2000年の3年間における産学連携への参加の程度を࢝テࣜࢦーに分け、それࡒれ

の࢝テࣜࢦーごとに、産学連携の前後での論文発表件数及び論文被引用件数（自引用を含む件数及び含まな

い件数）の増加率の平均値を整理している。また、図表3及び図表4は、産学連携を全く行っていなかった研

究者（つまり産学連携件数0件）と1件以上行った研究者の二つのࣝࢢープに分けて平均値の差をẚ㍑したも

のである。 
 

図表1 過去に産学連携の経験のない研究者（分析1）      図表2 過去に産学連携の経験のある研究者（分析2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表3 産学連携の有↓と研究成果との関係（過去に産学連携の経験のない研究者） 

   
 
図表4 産学連携の有↓と研究成果との関係（過去に産学連携の経験がある研究者） 

 

論文発表件数(A)の増加率

（1995-97э2001-03）

自引用を含む

論文被引用件数の増加率

（1995-97э2001-03）

自引用を除く

論文被引用件数の増加率

（1995-97э2001-03）
平均値 .8804 5.4419 5.0454
度数 1254 1254 1254
平均値 .7426 3.9518 4.1368
度数 898 898 898
平均値 .8229 4.8201 4.6663
度数 2152 2152 2152

産学連携の有↓

（1988-2000）

↓し

有り

合ィ

論文発表件数(A)の増加率

（1995-97э2001-03）

自引用を含む

論文被引用件数の増加率

（1995-97э2001-03）

自引用を除く

論文被引用件数の増加率

（1995-97э2001-03）
平均値 .5016 4.6945 3.9937
度数 88 88 88
平均値 .7684 4.5647 4.1417
度数 608 608 608
平均値 .7347 4.5811 4.1230
度数 696 696 696

産学連携の有↓

（1988-2000）

↓し

有り

合ィ
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これらの分析結果からは、以下の点を確認することができる。 
(1) 産学連携の対象期間（1998 年～2000 年）より以前に産学連携を行っていなかった研究者については、

産学連携への参加はその後の研究者の研究成果にプラスの影響を与えない。論文発表件数という量的側

面については、産学連携への参加の程度と明確な関係は見られないが、論文被引用件数という質的側面

については、産学連携により活発に参加するほど研究成果は低下する傾向がある（なお、この傾向は、

両者の間の相関分析でも明らかである。産学連携への参加の程度と、自引用を含む論文被引用件数及び

自引用を除く論文被引用件数の増加率との間には、いずれも 1％水準で有意な負の相関が確認できる）。 
(2) 産学連携の対象期間（1998 年～2000 年）より以前に産学連携を行っていなかった研究者については、

論文発表件数、被引用件数の増加率のいずれにおいても、対象期間にまったく産学連携を行っていない

研究者の方が研究成果の増加率が高い。平均値の差の検定では、自引用を含む被引用件数の増加率につ

いて 5％水準で有意であった。 
(3) 産学連携の対象期間（1998 年～2000 年）より以前に産学連携を行っていた研究者を対象にした場合、

産学連携への参加の程度がその後の研究成果に与える影響は上記(1)(2)とは異なる結果を示す。論文発表

件数（研究成果の量的側面）への影響については、相関分析では明確な傾向は見られないが、図表 2 に

見られるようにそこには逆 U 字の関係を見出すことができる。つまり、産学連携への参加の程度が一定

程度まで高まるにつれて論文発表件数は増加するが、その程度がさらに高まるにつれて低下するという

傾向が見られる。このことは、論文被引用件数（研究成果の質的側面）についても同様である。相関分

析では産学連携への参加の程度と論文被引用件数の増加率との間には負の相関が見られるが（自引用を

含む場合には 5％水準、自引用を除く場合には 1％水準で有意）、産学連携への参加の程度が一定程度ま

で高まるにつれて被引用件数は増加し、その程度がさらに高まるにつれて低下するという傾向が観察で

きる。 
(4) 産学連携の対象期間（1998 年～2000 年）より以前に産学連携を行っていた研究者については、上記(2)

とは対照的に、産学連携を全く行わない研究者よりも産学連携を行う研究者の方が、その後の論文発表

件数及び自引用を除く被引用件数の増加率が高くなっている。平均値の差の検定によれば、論文発表件

数について 10％水準で有意であった。 
 
5. 考察と政策的インプリケーション 

以上の分析結果によれば、産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響は、過去に産学連携の経験があ

るかどうかによって異なることが理解できる。産学連携に初めて参加する研究者あるいは一定期間産学連携

に関わってこなかった研究者においては、産学連携は研究成果にプラスの影響を与えるというよりも、むし

ろマイナスの影響を与えること、特に研究の質（被引用件数）を低下させることが確認できる。他方、それ

までに産学連携に参加した経験を持つ研究者にとっては、一定程度までの産学連携への参加は研究成果を向

上させること、しかし過度の参加は逆に研究成果を低下させる傾向を持つことが伺える。このことは、研究

室の規模や学術的な研究活動へのエフォートとの関係で産学連携に適度に参加することの重要性を示唆して

いる。 
過去に産学連携に参加したことがあるかないかによって、ある時期の産学連携への参加の程度が研究成果

の向上に与える影響が異なるという事実は、第 2 節で述べた「産学連携の経験蓄積」の効果を浮き彫りにす

る。つまり、それまで産学連携を行っていなかった研究者にとっては、産学連携への参加は慣れない調整活

動への対応によって研究活動にネガティブな影響を与えるが、産学連携の経験がある研究者は過去の経験を

生かし、産学連携をより有効に活用することができると考えられる。 
このような分析結果から得られる知見は、産学連携施策の展開に当たって以下のような点を考慮に入れる

ことの重要性を示唆するだろう。第一に、過去に産学連携を実施していなかった研究者に対しては、産学連

携は少なくとも短期的には研究成果にプラスの影響を与えるのではなく、むしろマイナスの影響を与えるこ

とがあることから、産学連携に際しての手続きや連携の進め方、連携からの研究成果の発表方法等に関する

情報提供など、何らかの支援策が必要となるだろう。 
第二に、過去に産学連携を実施してきた研究者に対しては、ある一定程度までの産学連携への参加はその

後の研究成果を向上させるが、その程度がさらに高まると逆に研究成果を低下させる傾向が見られることか

ら、学術的な研究活動と産学連携活動におけるエフォート率の適正管理を行い両者のバランスを図ること、

また産学連携に係る補助金の利用頻度に上限を設けることなどを通じて産学連携への過度の参加を抑制する

ことなどを入念に検討することが求められよう。 
 以上、本稿では産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響を、産学連携の経験蓄積という視点から考

察してきたが、ここでの分析では研究者の研究分野の違いは考慮されていない。データベース所蔵の 2,848
名のうち 688 名（24.2%）はライフサイエンス分野の研究者であり、ここでの分析結果はややこの分野の特

徴が色濃く反映されている可能性がある。今後、研究分野ごとの相違を考慮した分析が求められる。// 




